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　1989 年のベルリンの壁の崩壊（米ソ冷戦構造の消滅）
以降、アメリカ金融資本主義のグローバル化は、BRICs
等の発展途上国の経済成長を促すと同時に、資源・エネ
ルギー問題、環境問題、食料・水問題を顕在化させている。
また、2008 年のリーマン・ショックを契機に、2012 年
にはギリシャ金融危機を端緒とした EU 危機を引き起こ
そうとしている。その危機は日本に及ぶと言われている。
底なしのグローバル金融危機にさしかかろうとしており、
今までの政治経済対策では解決不能の可能性を呈してい
る。そもそもの原因は、アメリカの金融資本主義の無秩
序なグローバル化、いわゆるバブルによるところが大き
く、この是正、もしくは、清算なしには根本的な解決に
はならない。
　この意味からは、新しい政治経済のパラダイムの出現
が求められている。そのパラダイムの一つが、中国、ロ
シア、ブラジルなどの資源保有国を中心とした国家資本
主義（国が経済を管理する資本主義）である。現在、“ 金
融の暴走を制限した ” 市場経済資本主義と国家資本主義
が対峙した方向に向かっている。将来、市場経済資本主
義のインドと国家資本主義の中国が共存する時代（THE 
CHINDIAN　CENTURY）になると見立てているレポート
もある。(1)　将来のグローバル化の覇者は、結局最大の
人口国家であるインドと中国であるのかもしれない。こ
のように大きな歴史転換期にさしかかっていることを踏
まえて、これからの日本は、我が国の強みを生かした方
策を考える必要がある。　
　日本は、米ソ冷戦構造の中で、市場向け科学技術の開
発に徹することで、素材、部材、アセンブリーなどの、

ものづくり産業（製造業）の育成に注力し、奇跡的に高
度成長を成し遂げた。1980 年代には、産業経済面で世
界を席巻するまでになった。この成功の背景として、日
本が、内需主導が可能な人口規模を有していること、単
一民族国家であるため労働の不平等感や格差が起きにく
いことなどがあげられる。これにより、内需をベースと
した産業が育て易い、長期雇用につながる、労使間の信
頼関係、従業員の帰属意識、人材育成がうまく機能して
いたとも言える。今日でも、この特徴が、日本のものづ
くり産業の強みであると思えてならない。逆に韓国では
国内市場規模（約 5,000 万人：日本 13,000 万人）の問
題、中国ではジニ係数が示すように雇用格差（図１）を
引き起こす問題が内在している。
　これからの日本にとって、内需の喚起と、消費者とな
り得る国内労働者の長期雇用を実現できる社会構造の維
持が重要である。これにより人材の帰属意識の強さが維
持でき、質の高い人材の確保、育成、技術の継承が可能
となる。特に、グローバル化の陰である資源・エネルギー、
環境問題の解決につながるイノベーション創出で、もの
づくり産業での良循環が起きれば、日本の課題である “ 少
子高齢化や人口減少の歯止め ” につながると信じたい。
中国、韓国と比べても、ものづくり産業は、今はまだ優
位な位置であるのは間違いない。
(1)  " The Chindian Centry " , TIME Dev. 21 2011  p38-45 
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　　　　　　　　図１　日本と中国のジニ係数　
　 中野剛志　芝山桂太　著　” グローバル恐慌の真相 ”　 （集英社新書　0620A　より引用）
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平成 23 年度　事業報告（概要）

　平成 23 年度（平成 23 年７月１日～平成 24 年３月
31 日まで。以下、同じ。）は、前年度からの継続プロジェ
クトである「鉄鋼材料の革新的高強度・高機能化基盤研
究開発」、「窒化物系化合物半導体基板・エピタキシャル
成長技術の開発」、「水素製造・輸送・貯蔵システム等技
術開発（材料開発）」、「金型３次元テクスチャリングレー
ザー加工技術開発」等９件の研究開発プロジェクトを円
滑に進めることができた。
　新規の研究開発事業としては、経済産業省から「水
素エネルギー利用に伴う材料使用基準に関する調査研
究」を受託できた。また、経済産業局の戦略的基盤技術
高度化支援事業に応募し、「MOCVD 装置における革新
的ガス供給システムの研究開発」、「新規高熱伝導性材料
LED 放熱部品の研究開発」の２案件が採択され、航空機
用 CFRP の高効率非回転型加工技術の開発について（財）
JKA の補助金交付決定を得た。
　さらに、平成 24 年度以降の金属材料技術関連での新
しい研究開発プロジェクトの企画に積極的に対応してい
る。
　以上の結果、当センターの活動において密接に連携し
ている大学、公的研究機関の研究者は 70 名に達するな
ど、幅広い材料関連の研究の充実に貢献できた。
　また、当センターを支援していただいている賛助会員
企業のみなさまや関連の大学、団体に対しては積極的に
サービスすることとしており、各種の相談の受け付けや
公的施策や公的機関の情報提供サービスを行った。

　当センターでは、公益法人制度改革への対応として内
閣府へ一般財団法人への移行許可申請を行ってきたが、
平成 23 年 6 月 27 日付にて内閣府からの移行認可を得、
平成 23 年７月１日付けで一般財団法人に移行した。
　平成 23 年度における業務概要は以下の通りである。

１　研究開発事業
　平成 19 年度に開始した「鉄鋼材料の革新的高強度・高
機能化基盤研究開発」、「窒化物系化合物半導体基板・エ
ピタキシャル成長技術の開発」や平成 20 年度に開始した

「水素製造・輸送・貯蔵システム等技術開発」、平成 21 年
度に開始した「金型しぼ加工に使用される大判フィルム
一環作成技術の開発」、平成 22 年度に開始した「金型３
次元テクスチャリングレーザー加工技術開発」等のプロ
ジェクトについては研究計画に従って着実に研究開発を
実施した。
　平成 23 年度の新規案件として、経済産業省から「水
素エネルギー利用に伴う材料使用基準に関する調査研究」
を受託できた。また、経済産業局の戦略的基盤技術高度
化支援事業に応募し２案件が採択され、航空機用 CFRP の
高効率非回転型加工技術の開発について（財）JKA の補
助金交付決定を得た。
　表 1 に平成 23 年度の金属系材料の製造及び利用に関す
る主な研究開発の概要を示した。
　さらに、平成 24 年度以降の金属材料技術関連での新し
い研究開発プロジェクトの企画に積極的に対応した。

　　　　　　　　表１　平成 23 年度の金属系材料の製造及び利用に関する主な研究開発（定款第４条１号）（その１）
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　　　　　　表１　平成 23 年度の金属系材料の製造及び利用に関する主な研究開発（定款第４条１号）（その２）
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　　　　　　　表１　平成 23 年度の金属系材料の製造及び利用に関する主な研究開発（定款第４条１号）（その３）

２　調査研究事業
　平成 23 年度及び平成 24 年度事業での新規研究開発プ
ロジェクト提案に向けた各種の準備活動を行っている。

３　情報収集提供、普及啓発事業、国際交流や関係機関等
との連携協調
　JRCM ニュースや JRCM インターネットのホームページ

による情報提供を行った。
   JRCM ニュースは、2012 年３月号をもって創刊以来通
算 305 号となった。

４　その他本財団の目的を達成するための事業
　過去に実施し、完了した多くのプロジェクトの継続研
究、事後評価、フォローアップのための活動を実施した。


